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２ 目標設定と対象期間、進行管理 

 

 

 

 

 

近年、地球温暖化が要因となって異常気象や気象災害が世界中で頻発しています。国内で

も、これまでにない気温の上昇や極端な大雨・大型台風による自然災害など、気候変動の影

響が一層顕在化しています。地球温暖化は、日常生活や事業活動によって排出される温室効

果ガスの増加によって進行しているため、さらなる削減対策が求められています。 

このような状況の下、国は 2020 年 10 月に「2050 年カーボンニュートラル」を宣言し、

2021 年 6  に地域脱炭素ロードマップを策定。地域の成 戦略ともなる地域脱炭素の 程と

具体策を示しました。県も、2022 年 3 月に「新潟県 2050 年カーボンゼロの実現に向けた戦

略」を策定し国の 2030 年目標に合わせた脱炭素シナリオと重点施策を示しました。 

本市においては、2006 年（平成 18 年）から 岡市地域新エネルギービジョンを策定し、

小中学校への太陽光パネルの設置をはじめ、生ごみバイオガスプラントの導入や廃食油のＢ

ＤＦ製造などのエネルギー政策を進めてきたところです。そして、国や県の動きを踏まえ、

2021 年に「持続可能な循環型社会の構築に向けた研究会」を ち上げ、 岡の地域資源を 

かしたエネルギー活用に関する議論を開始してきました。 

本戦略は、 岡市における 2050 年カーボンニュートラル実現を目指して、2030 年までに

取り組むエネルギー政策の基本方針と具体的にチャレンジするプロジェクトを取りまとめた

ものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の目標設定は、カーボンニュートラルに向けた国・県の計画を踏まえ、2050 年ま

でとします。 

計画の対象期間は、10 年ごとに３つに区切ります。2030 年までの第１期は、温室効果ガ

スを 2013 年度比 46％削減することを目標に掲げ、技術的にも即戦力と評価されている太

陽光発電の導入と地域でのエネルギー地消地産に資する天然ガスを軸に進めます。 

さらに 2040 年、2050 年に向けて、水素やメタネーション※、バイオ技術の社会実装の進

捗に合わせ、計画の点検・評価を行い、適切に見直しを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

戦略の推進にあたっては、「 岡市環境審議

会」に本戦略に掲げた目標期間の中間年次にお

いてプロジェクトの進捗状況を調査し報告を

行うとともに、評価・提言を受けることで戦略

の着実な推進を図ります。また、庁内関係各課

による庁内推進会議を継続・設置し、各課の実

行計画の進捗管理を行います。 

  

 岡市カーボンニュートラル チャレンジ戦略 2050【第１期計画】（仮称）の素案について 

１ 計画策定の背景と目的 

※メタネーションとは、二酸化炭素（CO2）と水素を反応させてメタンを合成する技術。メタンの合成に CO2

を使うことで、排出した CO2 を相殺し「カーボンニュートラル」に貢献する。 

   

第 1期 第 2期 第 3期 

戦 略 の 対 象 期 間 （ 2 0 2 3 年 ～ 2 0 5 0 年 ） 

資料№３ 

2050 年カーボンニュートラル宣言 
（2020） 

  
地球温暖化対策計画（2021） 
第６次エネルギー基本計画（2021） 

 
脱炭素ロードマップ（2021） 
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３ 脱炭素化の実現に向けた基本方針  

 

本戦略を進めるにあたり、 百俵の精神を基本に市  活を豊かにする視点に って取り

組みを進めます。 

脱炭素化に向けては、市 ・事業者・ 政の協働の下、短期間で 動変容を起こしていく

こと。エネルギーの地消地産に関する課題を先進技術で解決するＧＸ（グリーントランスフ

ォーメーション）やイノベーションを起こす社会実証を積み重ねていくこと。そして地域の

防災力や事業継続力を高めることを考慮し、次の３つの基本方針で取り組みを進め、環境と

経済の好循環につなげていきます。 

 

 

  

 脱炭素化の実現に向けた視点 

基本方針１ 徹底した省エネ対策の推進 
CO2 のさらなる削減を進めるためには、市 や事業者に対する省エネへの理解

や関心度を高めるとともに、市 ・事業者・ 政の様々な場面で行動変容を促す
ことが重要になります。産業、家庭など、部門ごとに高効率機器への切り替えや、
高気密・高断熱などのゼロエネルギー化、次世代自動車の普及や公共交通の利用
など、幅広い分野における徹底した省エネ対策を進めます。 

基本方針２ 再生可能エネルギーの日常的な利用 
まずは 2030 年に向けて、即戦力と評価されている太陽光発電を中心に導入促

進を図ります。市 の生活や事業者の経済活動にとって再生可能エネルギーが定
着し日常化していくことで、災害時の防災力や事業の継続力（BCP）を高めてい
きます。これと並 して、 岡市域をフィールドにした   や  発電、地中
熱など社会実装に向けた実証実験を進め、さらなる環境産業を創出していきます。 

基本方針３ 地域資源の循環促進 
 岡産の天然ガスを有効活用することは、CO2 の排出量が少なくなり、様々な

コスト削減につながります。また、 岡市の強みである 4 大学 1 高専の技術や知
見を財産とし、バイオコミュニティを産学連携で進め、様々な未利用資源の循環
に取り組みます。さらに森林資源の活用や若返りを図り、CO2 吸収源の環境整備
を促進します。 

これらの取り組みにより、CO2 を排出しない資源循環のまちを目指します。 



  3   

 

 

４ カーボンニュートラルに向けた目標  

 

2030 年における温室効果ガスを基準年度（2013 年度）比で 46％削減するため、現在の取
組みと基本方針で示した徹底した省エネ対策、再生可能エネルギー導入、地域資源循環に、
CO2 吸収源対策を加え、それぞれの削減量の目標値を示しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国が令和 3 年に示した建物の省エネ化、次世代自動車の普及、高効率設備の入れ換え等
徹底的な省エネ対策を本市でも実施した場合を推計しました。その結果、2030 年度の温
室効果ガス削減量は、31.1 万 t- CO2（基準年度比 12.2％の削減）となります。 

 
 

太陽光発電は、県の 2030 年度導入目標に対し本市の世帯数で換算し目標値としてい
ます。それ以外は、現在、計画されているものを加えて 131,000kW（温室効果ガス排出
量削減効果 7.1 万 t-CO2）を見込みます。 

温室効果ガス排出量は、県の脱炭素シナリオに沿って様々な排出抑制を進めていくと、
2050 年には 26.6 万 t- CO2 となります。2050 年カーボンニュートラルを実現するためには、
この 26.6 万 t- CO2 を、地域資源を活用したカーボンクレジットや CO2 を化学製品の製造に
有効活用したり、地下の安定した地層に貯留する CCUS 等の技術導入により相殺していく必
要があります。それに向けたさらなる吸収源対策を進めていくことが重要になります。 

2030 年度に温室効果ガス排出量 46％削減を達成するため、地域資源の循環による取り組
みで、6.7％削減することを目標とします。 

そのため、事業所で使われる燃料を、重油から天然ガスに切り替えていく行動変容をはじ
め、事業系の生ごみを活用したバイオガス施設の利用拡大、食品ロスや使用済み製品のリユ
ース、プラスチック製品の資源循環、CO2 吸収源となる森林整備などを積極的に展開します。 
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太陽光発電 16,943 77,891 95,000 95,000,000 35,150

バイオマス発電 560 1,930 2,490 14,641,071 5,417

水力発電 1,100 0 1,100 5,735,000 2,122

小水力発電 0 900 900 4,730,400 1,750

陸上風力 4 31,500 31,504 70,650,059 26,141

合　計 18,607 112,221 130,994 190,756,530 70,580
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2007 年度から 2019 年度のエネルギー消費の削減傾向が今後も続くことを前提に現況趨勢

値（BAU：Business asUsual）で推計しました。その結果、目標年度である 2030 年度の温
室効果ガス排出量は、192.4 万 t-CO2 と推計され、基準年度（2013 年度）比で 24.3％の削
減となります。 
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５ 目標達成に向けた取組  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市はカーボンニュートラルに向けた先導役を努めるとともに、次の３つの基本方針毎に重点項目を定め 19 のプロジェクトを設定し、市 ・事業者が活動しやすい環境整備を進めていきます。 

環境整備にあたっては、イノベーションを意識し、地域で環境ビジネスの市場が立ち上がるものから優先的に取り組んで行きます。 

重
点
項
目 

重
点
項
目 

重
点
項
目 

市 

民 

生 

活 

を 

豊 

か 

に 

す 

る 

徹底  省  対策 推進 

再生可能      日常的 利用 

地域資源 循環促進 

住宅・事業所・行政施設における省エネ設備の導入・入れ替え 
・住宅の省エネ設備の導入、断熱住宅リフォーム等への支援 
・各事業所における高効率空調機器への入れ替えを推進 
・照明設備のＬＥＤ化（公共施設、道路照明、公衆街路防犯灯等） 

ＥＶ車等の普及と関連インフラの整備 
・ＥＶ車等の導入促進（自家用車、公共交通） 
・ＥＶ充電器、ソーラーカーポートの設置・普及 
・ＥＶカーシェアリングの導入促進 

環境・省エネビジネスの参入支援 
・環境分野や省エネ分野へのビジネス参入・マッチングの推進 
・産学連携による技術開発、実証実験 

雪国での太陽光発電導入の推進 
・公共施設が集積しているエリアから導入して地域防災力を強化 
・未利用地を活用したＰＰＡ実施 
・マイクログリッドの実証実験 

再エネ設備導入の実証実験 
・熱エネルギー、水力、風力、地中熱、雪氷熱、バイオマスエネルギーの 

実証実験 
・地域での太陽光パネルのリサイクル体制を促進 

ＺＥＨ・ＺＥＢ化の促進（市場開拓・地域企業の参入） 
・断熱性能基準の普及と再生可能エネルギーの導入支援 
・公共施設のＺＥＢの標準化（モデル事業の実施） 

市民生活の３Ｒの推進 
・食品ロス削減に向けた行動変容を促す取組を推進 
・リユース等普及拡大 ・プラスチック製品の資源循環 

地産地消の天然ガスの利用促進 

・事業所等へのガスコージェネの導入支援、重油から天然ガスへの転換 

CO2 吸収源の整備 
・県産木材を用いた建築物の導入推進 
・森林整備の促進 

環 

境 

と 

経 

済 

の 

好 

循 

環 

の 

実 

現 

地域内資源利用の促進 
・バイオエコノミーの形成推進 
・生ごみバイオガス発電施設の利用拡大、処理施設からのエネルギー創出 

基本方針１ 

基本方針２ 

基本方針３ 

部局横断で推進 

（コーディネート機能） 

視 点 
目指    
目 標 像 
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基本方針１ 徹底した省エネ対策の推進 
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基本方針２ 再生可能エネルギーの日常的な利用 
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基本方針３ 地域資源の循環促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


